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第52期
定時株主総会
招集ご通知
日　　時 平成30年６月28日（木曜日）

午前10時（受付開始 午前９時）

場　　所 ホテルレオパレス博多
３階　イベントホール

決議事項 第1号議案　剰余金処分の件
第2号議案　取締役8名選任の件
第3号議案　補欠監査役1名選任の件
第4号議案　退任取締役に対する
　　　　　  退職慰労金贈呈の件
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（証券コード：2816）
平成30年６月５日

東京都墨田区亀沢一丁目17番３号

取締役社長
ＣＯＯ 阿　部　孝　博

株　主　各　位

第52期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第52期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようお願い
申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご
表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）午後５時30分までに当社に到着するようご返送いただき
たくお願い申し上げます。

敬　具

記
１．日　　時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時（受付開始 午前９時）
２．場　　所 福岡市博多区博多駅東二丁目５番33号

ホテルレオパレス博多　３階　イベントホール
（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
　　　報告事項

‌
第52期（自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日）事業報告
及び計算書類の内容報告の件

　　　決議事項
第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役8名選任の件
第３号議案　補欠監査役1名選任の件
第４号議案　退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

以　上

１．‌�事業報告、計算書類及び株主総会参考書類に修正する必要が生じた場合は、インターネットの当社ウェ
ブサイト（http://www.daisho.co.jp）において、修正後の事項を掲載させていただきます。

２．‌�当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い
申し上げます。
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議決権⾏使についてのご案内

株主総会における議決権は、株主の皆様の重要な権利です。後記の株主総会参考書類（３⾴～９⾴）を
ご検討のうえ、議決権の⾏使をお願い申し上げます。

議決権は次の２つの⽅法により⾏使いただくことができます。

株主総会にご出席いただける場合
同封の議決権⾏使書⽤紙を会場受付にご提出ください。
（ご捺印は不要です）
日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
場 所 ホテルレオパレス博多 ３階 イベントホール

（末尾記載の会場ご案内図をご参照ください。）

株主総会にご出席いただけない場合
同封の議決権⾏使書⽤紙に議案に対する賛否をご表⽰のうえ、
切⼿を貼らずにご投函ください。
⾏使期限 平成30年６月27日（水曜日）

午後５時30分到着分まで
こちらに、議案の賛否をご記入ください。

※ ‌�各議案につきまして、賛否の表示のない場合、「賛」の表示があっ
たものとしてお取り扱いいたします。

議 案 第１号
議  案

賛
否
表
示
欄

第2号
議  案

第3号
議  案

第４号
議  案

下の候補
者を除く（ ）

【第 1・3・4号議案】
賛成の場合 ➡「賛」の欄に○印
否認する場合 ➡「否」の欄に○印
【第 2号議案】
全員賛成の場合 ➡「賛」の欄に○印
全員否認する場合 ➡「否」の欄に○印
一部の候補者の
賛否を表示する場合 ➡「賛」もしくは「否」の欄に○印をし、候補者の番号をご記入ください。
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　当社の利益配分の基本方針は、収益に応じて株主の皆様へ安定的な利益配当を継続することを最重要
政策としつつ、将来に向けての企業体質の強化や研究開発及び設備投資等に資するための内部留保を充
実させることを基本としております。
　第52期の期末の剰余金の配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開並びに財務状況等を総
合的に勘案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
　これにより、平成29年12月に実施いたしました中間配当金（１株につき９円）を加えまして、当期
の年間の配当金は１株につき18円となります。
１．期末配当に関する事項
　⑴　配当財産の種類
　　　　金銭といたします。
　⑵　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

株式の種類 １株当たり金額 総額

普通株式 ９円00銭 86,874,804円

　⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
　　　　平成30年６月29日

２．その他の剰余金の処分に関する事項
　⑴　減少する剰余金の項目とその額
　　　繰越利益剰余金　　300,000,000円
　⑵　増加する剰余金の項目とその額
　　　別途積立金　　　　300,000,000円
�

第１号議案 剰余金処分の件

株主総会参考書類

議案及び参考事項

3



候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

①
松
ま つ

本
も と

　洋
よ う

助
す け

生年月日：昭和26年11月９日
所有する当社株式の数：206,000株

再　任

昭和58年 2 月　　当社入社
平成 5 年 3 月　　当社取締役
平成 7 年 3 月　　当社常務取締役
平成 7 年10月　　当社取締役副社長
平成 8 年 6 月　　当社代表取締役副社長
平成12年 1 月　　当社代表取締役社長
平成28年 4 月　　当社代表取締役会長 ＣＥＯ（現任）

（重要な兼職の状況）
一般財団法人金澤記念育英財団　理事長

候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

②
中
な か

嶋
し ま

　良
りょう

二
じ

生年月日：昭和26年11月２日
所有する当社株式の数：28,220株

再　任

昭和51年 7 月　　当社入社
平成 2 年 6 月　　当社取締役
平成 3 年 7 月　　当社常務取締役
平成 7 年 3 月　　当社専務取締役
平成12年 6 月　　当社営業本部副本部長兼西日本統括部長・物流部担当
平成13年 6 月　　当社営業本部長兼西日本統括部長・物流部担当
平成14年 4 月　　当社営業本部長兼西日本統括部長
平成15年 2 月　　当社経営統括
平成15年11月　　当社経営統括・生産本部長
平成18年 1 月　　当社経営統括・商品本部長
平成19年10月　　当社経営統括・営業本部長
平成22年 5 月　　当社取締役副社長
平成23年 4 月　　当社経営統括
平成28年 6 月　　当社取締役副会長（現任）

　取締役10名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、機動的な意思決定を図るため、取締役２名を減員し、取締役８名の選任をお願いする
ものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

第２号議案 取締役８名選任の件
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候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

③
阿
あ

部
べ

　孝
た か

博
ひ ろ

生年月日：昭和32年８月16日
所有する当社株式の数：4,000株

再　任

昭和56年10月　　当社入社
平成 8 年 6 月　　当社取締役
平成10年10月　　当社福岡工場長
平成12年 6 月　　当社福岡工場長・購買部担当
平成13年 6 月　　当社常務取締役
　　　同	 当社管理本部長・購買部担当
平成15年 2 月　　当社管理本部長・購買部・情報システム部担当
平成16年 6 月　　当社管理本部長・購買部・情報システム部・商品部担当
平成18年 1 月　　当社管理本部長・購買部・情報システム部担当
平成18年 4 月　　当社管理本部長・購買部担当
平成18年 6 月　　当社管理本部長
平成19年10月　　当社管理本部長・購買部担当
平成21年 7 月　　当社管理本部長・購買部・監査室担当
平成22年 5 月　　当社専務取締役
平成22年 6 月　　当社管理本部長・経営企画室・購買部担当
平成23年 4 月　　当社管理本部長・経営企画室担当
平成25年 6 月　　当社取締役副社長
平成28年 4 月　　当社取締役社長　ＣＯＯ（現任）

候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

④
中
な か

西
に し

　昌
ま さ

至
し

生年月日：昭和45年３月27日
所有する当社株式の数：2,000株

再　任

昭和63年 4 月　　当社入社
平成19年10月　　当社営業本部首都圏営業部長
平成21年 4 月　　当社執行役員
平成22年 4 月　　当社営業本部副本部長兼首都圏営業部長
平成22年 6 月　　当社取締役
平成22年11月　　当社営業本部副本部長
平成23年 4 月　　当社営業本部長
平成25年10月　　当社営業本部長兼東日本統括部長
平成26年 4 月　　当社営業本部長兼広域営業部長（現任）
平成26年 6 月　　当社常務取締役（現任）
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候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

⑤
坂
さ か

田
た

　恵
け い

補
す け

生年月日：昭和39年８月29日
所有する当社株式の数：2,000株

再　任

昭和60年 4 月　　当社入社
平成17年 4 月　　当社管理本部総務部長
平成18年 1 月　　当社執行役員
平成21年 4 月　　当社管理本部総務人事部長
平成22年 6 月　　当社取締役（現任）
　　　同	 当社管理本部総務人事部長・情報システム部担当
平成25年 4 月　　当社商品本部長
平成28年11月　　当社生産本部九州工場・福岡工場・福岡第二工場工場長
平成29年 4 月　　当社生産本部副本部長
平成30年 4 月　　当社生産本部長（現任）

候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

⑥
堀
ほ り

脇
わ き

　裕
ひ ろ

之
ゆ き

生年月日：昭和39年５月24日
所有する当社株式の数：1,100株

再　任

昭和62年 4 月　　当社入社
平成20年 8 月　　当社管理本部広報室長
平成23年 4 月　　当社執行役員
平成25年 4 月　　当社管理本部総務人事部長兼広報室長
平成26年 6 月　　当社取締役（現任）
平成28年 4 月　　当社管理本部長（現任）

候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

⑦
古
ふ る

田
た

　龍
りゅう

輔
す け

生年月日：昭和2 7年２月７日
所有する当社株式の数：3,640株

再　任

平成 6 年 6 月　　当社監査役
平成 7 年 6 月　　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
学校法人濱名学院関西国際大学 人間科学部 客員教授
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候補者番号／氏名 略歴、地位及び担当並びに重要な兼職の状況

⑧
本
ほ ん

夛
だ

　伸
し ん

介
す け

生年月日：昭和32年８月14日
所 有 す る 当 社 株 式 の 数 ： 0 株

再　任

社外取締役候補者

平成26年 4 月　　弁理士登録
平成26年 5 月　　本夛知財総合事務所 開設
　　　同	 同所所長（現任）
平成28年 6 月　　当社社外取締役（現任）

（重要な兼職の状況）
本夛知財総合事務所 所長

■ 社外取締役候補者とした理由
　弁理士としての専門的な知識・経験を活かし、当社の知的財産戦略や法令遵守をはじめとする経営全般において助言をいただ
けるものと判断したためであります。

（注） １．各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　 ２．‌�本夛伸介氏は、社外取締役候補者であります。なお、社外取締役候補者とする理由は、略歴下段に記載しており

ます。併せて、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された経験はありませんが、
社外取締役候補者とする理由に記載のとおり、社外取締役としてその職務を適切に遂行できるものと判断してお
ります。

　　 ３．‌�本夛伸介氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもっ
て２年となります。

　　 ４．‌�当社は本夛伸介氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏が再任された場合は、
当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
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氏名 略歴

八
は ち

谷
や

　戦
せ ん

太
た

生年月日：昭和25年７月27日
所 有 す る 当 社 株 式 の 数 ： 0 株

昭和55年 4 月　　八谷（時彦）法律事務所入所
平成 6 年 4 月　　弁護士登録　國武法律事務所（現 國武綜合法律事務所）入所
平成14年 9 月　　同所所長（現任）
平成18年 2 月　　当社仮監査役
平成18年 6 月　　当社仮監査役退任

（注） １．補欠監査役候補者八谷戦太氏と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　 ２．‌�八谷戦太氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
　　 ３．‌�八谷戦太氏は、弁護士として幅広い識見を有しており、このことから社外監査役としての職務を適切に遂行いた

だけるものと判断いたしております。

　平成26年６月27日開催の第48期定時株主総会において補欠監査役に選任された八谷戦太氏の選任の
効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合
に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

第３号議案 補欠監査役１名選任の件
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氏名 略歴

藤
ふ じ

岡
お か

　祥
しょう

治
じ 平成18年 6 月　　当社取締役

平成22年 5 月　　当社常務取締役
平成25年 4 月　　当社取締役
　　　　	 現在に至る

氏名 略歴

小
お

田
だ

　義
よ し

博
ひ ろ 平成18年 6 月　　当社取締役

平成22年 5 月　　当社常務取締役
平成23年12月　　当社取締役
　　　　	 現在に至る

以　上

　本株主総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任されます藤岡祥治氏及び小田義博氏の２名
に対し、それぞれ在任中の功労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈
呈いたしたいと存じます。
　その具体的金額、時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じます。
　退任取締役の各氏の略歴は次のとおりであります。

第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件
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１ 会社の現況に関する事項

１．事業の経過及びその成果
　当事業年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用所得環境
の改善など緩やかな回復基調が続いているものの、国内の消費
は底堅くも力強さに欠け、また国外における政治・経済の不確
実性から、依然として先行き不透明な状況で推移いたしました。
　食品業界におきましては、人口減少による内需の伸び悩みのなか
での販売競争が激化する一方、消費者の価値観の多様化と根強い
節約意識への対応が求められるなど、厳しい販売環境が続きました。
　このような状況のもと、当社は、成長と構造改革をともに実
現することを目指す中期経営計画を踏襲し、「成長分野である惣
菜向けを中心とする業務用製品の積極的な収益拡大」と、「生鮮
向け製品などの主力製品分野での安定的な収益確保」に向け、
経営環境の変化に対応した販売体制・開発体制の増強とともに、
新製品開発によるラインアップの充実、販売プロモーションの
積極展開に取り組みました。
　製品群別の概況は、以下のとおりであります。

製品群別売上高（千円）
期別

製品群 第51期（前期／平成29年３月期） 第52期（当期／平成30年３月期）

■ 液体調味料群 13,556,494 14,226,641

■ 粉体調味料群   3,951,438   3,883,166

■ その他調味料群   2,184,921   2,351,200

合 計 19,692,854 20,461,008

その他調味料群
2,351,200
11.5％

粉体調味料群
3,883,166
19.0％

液体調味料群
14,226,641
69.5％

製品群別売上構成比（千円）

＜添付書類＞　事業報告（自 平成29年４月１日　至 平成30年３月31日）
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製品群別の概況

液体調味料群 売上高　142億26百万円（前期比104.9％）
　液体調味料群においては、小売用製品では、主力製品の「焼肉のたれ」類が堅調に推移するなか、通
年で需要の期待できる『ＣｏＣｏ壱番屋監修 カレースンドゥブチゲ用スープ』、健康志向の高まりに対応
した『豚肉の黒酢炒めの素』、汎用調味料の『おつまみサラダのたれ』などの新製品が売上を牽引いたし
ました。鍋用スープでは、「健康・国産」をキーワードとした「ごくベジ」ブランドを立ち上げ、ワンラ
ンク上の素材で上質な味を演出する新製品を投入いたしました。また、こだわり鍋スープの「馳走屋」
ブランド、その他定番製品についても素材や味にこだわったリニューアルを行うなど、ラインアップを
一層強化いたしました。野菜価格の安定、全国的な低気温も追い風となり、主力の「もつ鍋スープ」、「カ
レー鍋スープ」、「野菜をいっぱい食べる鍋スープ」がいずれも好調に推移しました。メニュー専用調味
料としては、洋風バルメニュー用のソース「肉ＢａｒＤｉｓｈ」シリーズを新たに発売し、簡便ニーズ
を伴う内食志向、家飲み志向の高まりに対応した新製品を取り揃えました。業務用製品では、専任部署
の新設・人員拡充を一層推進し、顧客のニーズに沿ったメニュー開発・提案が強化されるなか、コンビ
ニエンスストア向け製品の市場開拓も奏功し、大きく売上を伸ばしました。

粉体調味料群 売上高　38億83百万円（前期比98.3％）
　粉体調味料群においては、小売用製品では、『味・塩こしょう』シリーズが詰め替え用を中心に大きく
売上を伸ばしましたが、青汁類が厳しい販売環境のなか、売上が減少いたしました。

その他調味料群 売上高　23億51百万円（前期比107.6％）
　その他調味料群においては、『おいしさいろいろ ５つの味のスープはるさめ』が順調に売上を伸ばす
なか、『生姜スープはるさめ』、『中華スープはるさめ』、『黒のスープはるさめ』を新たに投入し、即食製
品のラインアップの充実をはかりました。

　以上の結果、当事業年度における売上高は、204億61百万円（前期比103.9％）となりました。利益
につきましては、労務費・人件費関連コスト及び物流コストは増加したものの、原材料価格が安定して
推移したことなどにより、営業利益は６億11百万円（前期比132.3％）、経常利益は６億16百万円（前
期比133.1％）、当期純利益は３億95百万円（前期比133.6％）となりました。
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２．‌�設備投資及び資金調達の状況
　当事業年度において実施いたしました設備投資の総額は、４億４百万円となり、生産拡大に備えた生
産設備の増設、更新並びに合理化投資であります。
　これらの資金については、金融機関借入金及び自己資金にて対応しております。

３．‌�財産及び損益の状況

区　　　分 第49期
（平成27年３月期）

第50期
（平成28年３月期）

第51期
（平成29年３月期）

第52期（当期）
（平成30年３月期）

売 上 高（千円） 18,661,716 18,913,259 19,692,854 20,461,008

経 常 利 益（千円） 433,723 404,245 462,690 616,047

当 期 純 利 益（千円） 272,927 206,780 296,258 395,914

１株当たり当期純利益 （円） 28.27 21.42 30.69 41.02

総 資 産（千円） 13,979,612 13,577,810 13,349,961 13,973,181

純 資 産（千円） 7,414,149 7,467,993 7,575,052 7,808,299

１株当たり純資産額 （円） 768.08 773.66 784.76 808.92

（注）‌�１株当たり当期純利益は、自己株式数を控除した期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式
数を控除した期末発行済株式総数により算定しております。

19,69218,661 18,913

第51期
（平成29年３月期）

第50期
（平成28年３月期）

第49期
（平成27年３月期）

20,461

第52期（当期）
（平成30年３月期）

（単位：百万円）売上高

462433 404

第51期
（平成29年３月期）

第50期
（平成28年３月期）

第49期
（平成27年３月期）

616

第52期（当期）
（平成30年３月期）

（単位：百万円）経常利益

296272
206

第51期
（平成29年３月期）

第50期
（平成28年３月期）

第49期
（平成27年３月期）

395

第52期（当期）
（平成30年３月期）

（単位：百万円）当期純利益
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４．‌�対処すべき課題
　消費者の低価格志向、販売競争の激化のなか、食品業界を取り巻く環境は大きく変化し、収益確保に
向けた環境は一段と厳しくなっております。このような状況のなか、当社は以下の点を重要課題として
捉え、継続的成長の実現と企業価値の向上を図ってまいります。

　① 売上の継続的成長
　　 ・‌�販売体制を再構築し、企画提案力の向上に取り組み、成長分野である業務用製品、即食向け製品

の販売展開に注力してまいります。
　　 ・‌�市場の変化を先取りし、付加価値と魅力ある製品開発に取り組み、販売力とコスト競争力の強化

を図ってまいります。

　② 食の安心・安全
　　 ・‌�FSSC22000等の食品安全規格に則った生産を行うとともに、さらなる製品品質・衛生管理レベ

ルの向上に取り組んでまいります。

　③ 事業基盤の強化
　　 ・‌�原材料調達、在庫管理、人員配置、生産計画、物流体制、販売・広告活動等、あらゆるコストに

ついて生産性向上に取り組み、経営の効率化を進めてまいります。
　　 ・‌�教育・人事諸制度の充実、職場環境の改善により、個々の社員の能力を発揮できる環境を整備し、

将来にわたる成長力、収益力のある企業体質を目指してまいります。

５．‌�主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
　焼肉のたれ、鍋スープ、ソース類等の液体調味料及び味・塩こしょう等の粉体調味料の製造販売並び
にこれに附帯関連する一切の事業を営んでおります。
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６．‌�主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在）
名　称 所在地

本
社

東京本社 東京都墨田区
福岡本社 福岡市東区

名　称 所在地

主
要
な
工
場

関東工場 茨城県小美玉市
九州工場 福岡県糟屋郡
福岡工場 福岡市東区
福岡第二工場 福岡市東区

７．‌�従業員の状況（平成30年３月31日現在）
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

664名 20名増 37.5歳 12.3年

（注）従業員数は就業員数であり、臨時従業員数は322名（最近１年間の平均人員）であります。

８．‌�主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）
借　入　先 借入金残高

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 100,000　千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100,000

株 式 会 社 福 岡 銀 行 100,000

（注）株式会社三菱東京UFJ銀行は、2018年４月１日付で、商号を株式会社三菱UFJ銀行に変更いたしました。

名　称 所在地

主
要
な
営
業
所

福岡支店 福岡県糟屋郡
筑後支店 福岡県筑後市
鹿児島支店 鹿児島市
沖縄支店 沖縄県宜野湾市
広島支店 広島市安佐南区
岡山支店 岡山市南区
高松支店 高松市
関西営業部 大阪府大東市
名古屋支店 愛知県一宮市
金沢支店 金沢市
横浜支店 相模原市緑区
埼玉支店 埼玉県上尾市
仙台支店 仙台市宮城野区
札幌支店 札幌市東区
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２ 会社の株式に関する事項（平成30年３月31日現在）

１．‌�発行可能株式総数	 24,000,000株

２．発行済株式の総数	 9,868,800株	（自己株式216,044株を含む）

３．株　主　数	 16,057名

４．大　株　主（上位10名）
株　主　名 持 株 数 持株比率

有 限 会 社 山 田 興 産 2,442,800 株 25.30 ％

一般財団法人金澤記念育英財団 1,488,000 15.41

松 本 賢 子 853,283 8.83

ダ イ シ ョ ー 従 業 員 持 株 会 296,243 3.06

松 本 洋 助 206,000 2.13

株 式 会社西日本シティ銀行 180,000 1.86

株 式 会 社 福 岡 銀 行 114,480 1.18

松 本 俊 一 96,172 0.99

松 本 ひ か る 75,172 0.77

東京海上日動火災保険株式会社 72,000 0.74

（注）１．当社は自己株式216,044株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
　 　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３ 会社役員に関する事項

１．‌�取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）
地　位 氏　　名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 松 本 洋 助 CEO、一般財団法人金澤記念育英財団 理事長

取締役副会長 中 嶋 良 二 経営全般

取 締 役 社 長 阿 部 孝 博 COO

常 務 取 締 役 中 西 昌 至 営業本部長兼広域営業部長

取  締  役 藤 岡 祥 治 購買部長兼商品管理部長

取　　締　　役 小 田 義 博 生産本部長

取 締 役 坂 田 恵 補 生産本部副本部長

取 締 役 堀 脇 裕 之 管理本部長

取 締 役 古 田 龍 輔 学校法人筑紫女学園大学 現代社会学部 教授

取 締 役 本 夛 伸 介 本夛知財総合事務所 所長

常 勤 監 査 役 仁 科     悟

監 査 役 藤 崎     武 藤崎公認会計士事務所 所長

監 査 役 成 清 一 郎

（注）１．取締役本夛伸介氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
　 　２．監査役藤崎 武氏及び成清一郎氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
　 　３．‌�当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所規則に定める独立役員として同取引所に届け出てお

ります。
　 　４．監査役藤崎 武氏は、公認会計士の資格を有し、経理・財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
　 　５．‌�監査役成清一郎氏は、長年警察行政に携わり、各種のリスクマネジメントに関する相当程度の知見を有しており

ます。
　 　６．取締役坂田恵補氏は、当事業年度中の平成29年４月１日付で取締役生産本部副本部長に就任いたしました。
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２．責任限定契約の内容の概要
　当社定款においては、社外取締役及び社外監査役の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ
重過失がないときは一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点で
は当社と社外取締役、社外監査役との間で責任限定契約を締結しておりません。

３．‌�取締役及び監査役の報酬等の総額
区　分 支給人員 報酬等の額

取　 　締　 　役
（うち社外取締役）

10名
 （1名）

275,790千円
 （1,830千円）

監　 　査　 　役
（うち社外監査役）

  3名
 （2名）

9,388千円
　（4,540千円）

合　　　　　　計
（うち 社 外 役 員）

13名
 （3名）

285,178千円
　（6,370千円）

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　 　２．‌�報酬等の額には当事業年度に係る役員賞与引当金の繰入額21,500千円（取締役20,620千円、監査役880千円）

を含んでおります。
　 　３．‌�報酬等の額には当事業年度に係る役員退職慰労引当金の繰入額54,998千円（取締役54,290千円、監査役708千

円）を含んでおります。
　 　４．‌�取締役の報酬限度額は、平成22年６月29日開催の第44期定時株主総会において、年額３億円以内（ただし、使

用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
　 　　　‌�また、監査役の報酬限度額は、平成18年６月29日開催の第40期定時株主総会において、年額2,000万円以内と

決議いただいております。
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４．‌�社外役員に関する事項
　① 他の法人との重要な兼職の状況及び当社と当該法人との関係
区　分 氏　名 重要な兼職の状況 当社との関係

取 締 役 本 夛 伸 介 本夛知財総合事務所 所長 特別の関係はありません。

監 査 役 藤 崎     武 藤崎公認会計士事務所 所長 特別の関係はありません。

監 査 役 成 清 一 郎 重要な兼職はありません。 特別の関係はありません。

　② 主な活動状況
区　分 氏　名 主な活動状況

取 締 役 本 夛 伸 介 当事業年度に開催された取締役会７回すべてに出席し、弁理士としての専
門的見地から発言を行っております。

監 査 役 藤 崎     武 当事業年度に開催された取締役会７回、監査役会９回のすべてに出席し、
財務・会計の専門家としての経験を生かした発言を行っております。

監 査 役 成 清 一 郎 当事業年度に開催された取締役会７回、監査役会９回のすべてに出席し、
長年警察行政に携わってきた経験・見地から発言を行っております。
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４ 会計監査人の状況

１．名　称　　有限責任監査法人トーマツ

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　① 公認会計士法第２条第１項の監査業務に係る報酬の額　　　20,000千円
　② 当社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　　　20,000千円
（注）１．‌�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬

の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、合計額を記載しております。
　 　２．‌�監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であ

るかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

３．責任限定契約の内容の概要
　当社定款においては、会計監査人の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重過失がないと
きは一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点では当社と会計監
査人との間で責任限定契約を締結しておりません。

４．解任または不再任の決定の方針
　当社監査役会は、会社都合の場合の他、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任事
由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みがないと判断した場合、もしくは監督官庁から監査業務停
止処分を受ける等、当社の監査業務に重大な支障を来す事態が生じた場合には、会計監査人の解任また
は不再任に関する議案を決定し、取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出いたします。
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５ 会社の体制及び方針

１．‌�業務の適正を確保するための体制
　当社は、会社法並びに会社法施行規則に定める「株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制
の整備」に関する基本方針として「内部統制システム構築の基本方針」を定めており、その内容は下記
のとおりです。
　①　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　　ア．‌�取締役及び社員の職務執行は、「業務分掌規程」により各担当部署の業務分掌を明確化し、「組

織管理規程」及び「職務権限決裁基準表」に基づき、各職位の責任と権限を定めており、この
規程に則った運営で業務の効率性と法令、定款に適合した業務運営を行う。

　　イ．‌�当社はコンプライアンスの基本原則に基づいて制定した「ダイショー企業倫理  ５つの視点」
を順守する。

　　ウ．‌�監査室は、適切な業務運営体制を確保すべく、「内部監査規程」に基づき専任者を設け内部監査
を実施する。

　　エ．‌�当社は、反社会的勢力及び団体とは一切関係を持たず、毅然とした態度で対応する。
　②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　　ア．‌�取締役は、その職務の執行に係る文書その他の情報につき、別途定める「文書取扱規程」及び

「情報セキュリティ管理規程」に従い適切に保存及び管理を行う。
　　イ．‌�保存及び管理されている文書等は、取締役並びに監査役がいつでも閲覧できるようにする。
　③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　ア．‌�取締役及び社員は、当社の損害を防止するため、別途定める「危機管理規程」、「コンプライア

ンス規程」、「内部情報管理及び内部取引防止規程」及び「民事暴力対策規程」等に従い業務運
営を行う。

　　イ．‌�危機が発生した場合は、必要に応じて対策本部を設置し、社内外への適切な情報伝達を含め適
切かつ迅速に対処するものとする。

　④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　ア．‌�取締役会は経営に関する重要事項の決定並びに各取締役の職務執行状況の監督を行う。
　　イ．‌�職務執行の効率化のため、「組織管理規程」、「稟議規程」の整備・運用により、役割・責任を明

確にし、権限委譲を図る。
　⑤　‌�監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
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　　ア．‌�監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、協議のうえ、補助使用人を配
置するものとする。

　　イ．‌�要請を受け配置する場合の補助使用人は、その属する組織が取締役の下にある場合でも、独立
性確保のため監査役補助職務の専任とし、その補助使用人の人事異動・評価等は予め監査役に
相談し、これを決定する。

　⑥　取締役及び使用人が監査役（会）に報告するための体制その他監査役（会）への報告に関する体制
　　ア．‌�取締役及び社員は、法令違反、社内規則違反あるいは社会通念に反する行為等が行われている

ことを知った場合、「内部通報規程」に則り速やかに報告・相談し、通報責任者は、その報告・
相談事項について重要と判断した場合には監査役に報告する。

　　イ．‌�取締役及び社員は、監査役の求めに応じ、その職務の執行に関する事項の説明をすることとす
る。

　⑦　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　ア．‌�監査役は、各部門等で開催される各種会議にいつでも出席できる。
　　イ．‌�監査役は会計監査人及び内部監査室と緊密な連携を保ちつつ、相互補完、相互牽制の立場に

立って効率的な監査が実施できる体制を整備する。

２．‌�業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　上記の「内部統制システム構築の基本方針」及び関係諸規程に基づき、内部統制システムの整備とそ
の適切な運用に努めております。また、内部監査部門による定期的な業務監査等の実施を通じて、法令、
定款及び関係諸規程の順守状況を確認し、判明した問題点につきましては、是正措置を行い、より適切
な内部統制システムの構築・運用を図っております。

３．‌�反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備の状況
　①　基本的な考え方
　　　‌�反社会的勢力の排除は、企業の社会的責任とともに企業防衛の観点からも必須のことであり、反

社会的勢力からの不当要求等には決して応じない。
　②　整備状況
　　ア．「行動規範」に反社会的勢力排除を規定し、社内外に徹底を図っている。
　　イ．‌�更に「危機管理規程」の中で、反社会的勢力からの不当要求をリスクと捉え、組織として対応
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する旨規定し、また、別途規定する「民事暴力対策規程」に基づきそのような団体等からの不
当要求に対処することとしている。

　　ウ．‌�反社会的勢力の排除に向け、他企業との情報共有化及び警察との協調関係構築のため、「福岡県
企業防衛対策協議会」に参加し、地域企業及び福岡県警察本部と交流、情報交換を図っている。

　　エ．‌�反社会的勢力からの不当要求等に対し担当部署は総務人事部とし、全部門からの情報は総務人
事部に集約され、総務人事部が窓口となり、経営トップをはじめ組織全体で事態に対処するこ
ととしている。
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科　　　目 金　　　額
資産の部

流動資産 6,092,310
現金及び預金 1,642,855
受取手形 58,969
売掛金 3,054,864
商品及び製品 748,834
原材料 334,098
前払費用 40,375
繰延税金資産 176,765
その他 53,548
貸倒引当金 △18,000

固定資産 7,880,871
有形固定資産 6,820,128
建物 2,142,529
構築物 237,688
機械及び装置 832,247
車両運搬具 4,362
工具器具備品 40,945
土地 2,675,262
リース資産 880,611
建設仮勘定 6,480
無形固定資産 39,642
リース資産 36,327
その他 3,314
投資その他の資産 1,021,100
投資有価証券 201,191
敷金保証金 262,324
長期前払費用 1,849
繰延税金資産 401,809
その他 155,225
貸倒引当金 △1,300

資産合計 13,973,181

科　　　目 金　　　額
負債の部

流動負債 4,214,394
買掛金 1,584,447
短期借入金 300,000
リース債務 297,234
未払金 1,169,411
未払費用 120,711
未払法人税等 189,560
未払消費税等 125,726
預り金 23,802
賞与引当金 382,000
役員賞与引当金 21,500

固定負債 1,950,488
リース債務 708,292
退職給付引当金 441,931
役員退職慰労引当金 763,110
その他 37,154

負債合計 6,164,882
純資産の部

株主資本 7,746,860
資本金 870,826
資本剰余金 379,666
資本準備金 379,666
利益剰余金 6,610,783
利益準備金 90,384
その他利益剰余金 6,520,398
別途積立金 5,950,000
繰越利益剰余金 570,398

自己株式 △114,416
評価・換算差額等 61,439
その他有価証券評価差額金 61,439

純資産合計 7,808,299
負債及び純資産合計 13,973,181

貸借対照表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）
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科　　　目 金　　　額

売上高 20,461,008

売上原価 12,011,962

売上総利益 8,449,045

販売費及び一般管理費 7,837,158

営業利益 611,887

営業外収益

受取利息及び受取配当金 2,637

賃貸料収入 7,320

その他 10,537 20,494

営業外費用

支払利息 15,768

その他 566 16,334

経常利益 616,047

特別損失

固定資産除売却損 2,115 2,115

税引前当期純利益 613,931

法人税、住民税及び事業税 245,000

法人税等調整額 △26,983 218,017

当期純利益 395,914

損益計算書
（自　平成29年４月１日　　至　平成30年３月31日）

（単位：千円）
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項　　　目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金 利益剰余金

合　　　計別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 870,826 379,666 90,384 5,850,000 448,234 6,388,619

当期変動額

別途積立金の積立 100,000 △100,000 －

剰余金の配当 △173,749 △173,749

当期純利益 395,914 395,914

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

当期変動額合計 － － － 100,000 122,164 222,164

当期末残高 870,826 379,666 90,384 5,950,000 570,398 6,610,783

項　　　目
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金

当期首残高 △114,416 7,524,695 50,356 7,575,052

当期変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △173,749 △173,749

当期純利益 395,914 395,914

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 11,082 11,082

当期変動額合計 － 222,164 11,082 233,246

当期末残高 △114,416 7,746,860 61,439 7,808,299

株主資本等変動計算書
（自　平成29年４月１日　　至　平成30年３月31日）

（単位：千円）
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個別注記表
１．重要な会計方針
　⑴‌�　資産の評価基準及び評価方法
　　① 有価証券の評価基準及び評価方法
　　　 　その他有価証券
　　　 　　　時価のあるもの  ……  期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　 　　　　　　　　　　　　　‌�（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　 　　　時価のないもの  ……  移動平均法による原価法
　　② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　 　商品及び製品、原材料……‌�総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法によ

り算定）

　⑵‌�　固定資産の減価償却の方法
　　① 有形固定資産（リース資産を除く）
　　　 　‌�　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採用しております。
　　② リース資産
　　　 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　⑶　引当金の計上基準
　　① 貸　倒　引　当　金  ……  ‌�債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

　　② 賞　与　引　当　金  ……  ‌�従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。
　　③ 役 員 賞 与 引 当 金  ……  ‌�役員に対する賞与の支給に充てるため、当事業年度における支給見込額を計上してお

ります。
　　④ 退 職 給 付 引 当 金  ……  ‌�従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　ア．‌�退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　‌�退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。
　　　　　　　　　　　　　　　　イ．数理計算上の差異の費用処理方法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　‌�数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業
年度から費用処理しております。

　　⑤ 役員退職慰労引当金  ……  ‌�役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　⑷　‌�その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　　 消費税等の会計処理
　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記
　⑴‌�　有形固定資産の減価償却累計額	 6,935,016千円
    
　⑵‌�　当事業年度において国庫補助金等により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は48,026千円であり、
その内訳は、建物27,073千円、構築物5,727千円、機械及び装置15,225千円であります。

３．株主資本等変動計算書に関する注記
　⑴‌�　発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首残高 当事業年度末残高
普通株式（株） 9,868,800 9,868,800

　⑵‌�　自己株式に関する事項
株式の種類 当事業年度期首残高 当事業年度末残高
普通株式（株） 216,044 216,044

　⑶‌�　配当に関する事項
　　① 配当金支払額

決　　議 株式の種類 配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会 普通株式  86,874  9.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日

平成29年11月２日
取締役会 普通株式  86,874  9.00 平成29年９月30日 平成29年12月１日

	
　　② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決　　議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円） 基準日 効力発生日

平成30年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金  86,874  9.00 平成30年３月31日 平成30年６月29日
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４．税効果会計に関する注記
　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳	
　　　　繰延税金資産		
　　　　　役員退職慰労引当金	 232,443千円 	
　　　　　退職給付引当金	 154,033　　	
　　　　　賞与引当金	 116,357　　	
　　　　　その他	 　　108,355　　	
　　　　繰延税金資産小計	 611,188　　	
　　　　評価性引当額	 　  △14,122　　	
　　　　繰延税金資産合計	 597,066　　	
		
　　　　繰延税金負債		
　　　　　その他有価証券評価差額金	 　  △18,492　　	
　　　　繰延税金負債合計	 　  △18,492　　	
　　　　繰延税金資産の純額	 　　578,574　　	

５．金融商品に関する注記
　⑴‌�　金融商品の状況に関する事項
　　① 金融商品に対する取組方針
　　　 ‌�　当社では、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。
　　② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　 ‌�　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、売上債

権管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を随時把握する体
制としております。

　　　 ‌�　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株
式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

　　　 ‌�　営業債務である買掛金は、その全てが一年以内の支払期日であります。
　　　 ‌�　短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。
　　　 ‌�　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資金繰計画を作成するなど

の方法により管理しております。
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　⑵　金融商品の時価等に関する事項
　　　‌�　平成30年３月31日（決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
（単位：千円）

貸借対照表
計上額（＊） 時　価（＊） 差　　額

⑴　現金及び預金 1,642,855 1,642,855 －
⑵　受取手形 58,969 58,969 －
⑶　売掛金 3,054,864 3,054,864 －
⑷　投資有価証券 201,166 201,166 －
⑸　買掛金 （1,584,447） （1,584,447） －
⑹　短期借入金 （300,000） （300,000） －
⑺　未払金 （1,169,411） （1,169,411） －
⑻　リース債務 （1,005,526） （1,006,301） 774 
　（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
　（注）１  金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
　　　 　⑴現金及び預金、⑵受取手形、及び⑶売掛金
　　　 　　‌�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　　　 　⑷投資有価証券
　　　 　　‌�　株式は取引所の価格によっております。
　　　 　　‌�　なお、有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する貸借対照表計上額と取得原価との差額

は次のとおりであります。
（単位：千円）

種　　類 取得原価 貸借対照表計上額 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 115,738 192,676 76,938
その他 1,691 4,727 3,036
小計 117,429 197,403 79,974

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 3,805 3,762 △43
その他 － － －
小計 3,805 3,762 △43

合計 121,235 201,166 79,931
　　　 　⑸買掛金、⑹短期借入金、及び⑺未払金
　　　 　　‌�　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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　　　 　⑻リース債務
　　　 　　‌�　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規契約を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっております。
　（注）２  ‌�非上場株式（貸借対照表計上額25千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ため、「⑷投資有価証券」には含めておりません。

６．１株当たり情報に関する注記
　　１株当たり純資産額	 808円92銭	
　　１株当たり当期純利益	 41円02銭	

７．その他の注記
　　退職給付に関する注記
　 　⑴　採用している退職給付制度の概要
　 　　　‌�　当社は、確定給付型の退職一時金制度及び確定拠出型の退職給付制度を設けております。
　 　　　‌�　なお、確定給付型の退職一時金制度には、退職給付信託が設定されております。

　 　⑵　確定給付制度
　 　　①　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表
　 　　　　　退職給付債務の期首残高	 500,312千円	
　 　　　　　　勤務費用	 40,975　　	
　 　　　　　　利息費用	 4,002　　	
　 　　　　　　数理計算上の差異の発生額	 1,753　　	
　 　　　　　　退職給付の支払額	 　    △19,129　　	
　 　　　　　退職給付債務の期末残高	 527,914　　

　 　　②　年金資産の期首残高と期末残高の調整表
　 　　　　　年金資産の期首残高	 108,818千円	
　 　　　　　　期待運用収益	 1,632　　	
　 　　　　　　数理計算上の差異の発生額	 　　    24,472　　	
　 　　　　　年金資産の期末残高	 134,923　　	

　 　　③　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表
　 　　　　　積立型制度の退職給付債務	 527,914千円	
　 　　　　　年金資産	 　  △134,923　　	
　 　　　　　未積立退職給付債務	 392,990　　	
　 　　　　　未認識数理計算上の差異	 　    　48,940　　	
　 　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 　  　441,931　　	
			 
　 　　　　　退職給付引当金	 　  　441,931　　	
　 　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額	 　  　441,931　　	
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　 　　④　退職給付費用及びその内訳項目の金額
　 　　　　　勤務費用	 40,975千円	
　 　　　　　利息費用	 4,002　　	
　 　　　　　期待運用収益	 △1,632　　	
　 　　　　　数理計算上の差異の費用処理額	 　  △13,407　　	
　 　　　　　確定給付制度に係る退職給付費用	 　  　29,938　　	

　 　　⑤　年金資産に関する事項
　 　　　　ア．年金資産の主な内訳
　 　　　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの金額は、次のとおりであります。
　 　　　　　　株式	 117,284千円	
　 　　　　　　現金及び預金	 16,436　　	
　 　　　　　　その他	 　  　  1,202　　	
　 　　　　　　合計	 　　134,923　　	
　 　　　　　　（注）年金資産はすべて、企業年金制度に対して設定した退職給付信託であります。
　 　　　　イ．長期期待運用収益率の設定方法
　 　　　　　　‌�年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

　 　　⑥　数理計算上の計算基礎に関する事項
　 　　　　　当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎
　 　　　　　　割引率	 0.8％
　 　　　　　　長期期待運用収益率	 1.5％

　 　⑶　確定拠出制度
　 　　　‌�　当社の確定拠出制度への要拠出額は、85,651千円でありました。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月７日

株式会社ダイショー
　 取締役会　　御中 

　　　　　有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員 公認会計士 西 元 浩 文　㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 吉 田 秀 敏　㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイショーの平成29年４月１日から平成30年３月31日
までの第52期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統
制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監査報告書
　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第52期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　⑴　‌�監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　⑵　‌�各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしま
した。

　　　①‌�取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

　　　②‌�事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業
務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締
役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　　　③‌�会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　　　‌�また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
　⑴　‌�事業報告等の監査結果
　　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
　　②‌�取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
　　③‌�内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の

記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月８日
株式会社ダイショー　監査役会　　

常勤監査役　仁 科 　 悟  ㊞
社外監査役　藤 崎 　 武  ㊞
社外監査役　成 清 一 郎  ㊞

以　上
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西日本
シティ銀行

博多
都ホテル
（建替中）

ＪＲ
博多駅

筑紫口

博多バスターミナル

JRJP
博多ビル

KITTE博多

博多口

ヨドバシ
カメラ

ホテル
レオパレス
博多

定時株主総会会場ご案内図

ホテルレオパレス博多　３階　イベントホール
福岡市博多区博多駅東二丁目５番33号　092-482-1212

会場

交通
JR博多駅筑紫口より徒歩３分
お願い：‌�当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますので、

お車でのご来場はなるべくご遠慮願います。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


